

































































































































1961 年 11 月～翌 62 年 2 月頃までに 15 ～ 20％の船舶がバース待ちとなり，平均待ち時間は 70 ～
94 時間に及んだ（運輸省 1964）。
この船混みを受けて政府は「港湾整備五ヶ年計画」（1961‐65 年）によって港湾整備に踏み出すと
ともに，翌 62 年 8 月に内閣付属「港湾労働対策審議会」に諮問を行っている。同審議会は 1964 年











さらに運輸大臣の下に設置された「港湾審議会」（1966 年）が 1967 年 3 月に「港湾運送事業の合
理化に関する具体的方策」（以下，新三・三答申と表記）を出している。ここでは改めて集約化の
意義が強調され，その「方向」として元請から下請まで能率的な事業運営を確保するため「一貫責
任体制」の確立と，その「目標」として改正事業法の定める適用期限がわずか 1 年後の「昭和 43 年

















































業者の育成を目的に 1968 年 11 月に改定された。改定を前に日港協は業界を代表し抜本的な改善を
図るために「料金体系合理化小委員会（28 班）」を再編し交渉体制を組み，港湾利用者である船社団










































2 つの港湾労組を取りあげて確認する。この 2 つの労組は港湾の中でも多数を占める荷役系労働者
を組織しており，組織力も産業内で最大規模の労組である。
全港湾の組織労働者は，元請や一次下請けの常用労働者が多く，総評に加盟しストを含む労働運















































（11）　全港湾機関紙『港湾労働』1968 年 10 月 10 日付「主張」。






























以上 2 ～ 3 節で確認した通り，港運業の労使の産業別組織への結集が進んでおり，その中で港湾
利用者の大資本に対抗する利害の共通性も確認した。次節ではコンテナ化をめぐる港運労使と海運
資本の三者の利害関係に注意しながら産業別交渉の確立について検討する。
（14）　全港湾機関紙『港湾労働』1968 年 10 月 10 日付「主張」。
（15）　全港湾機関紙『港湾労働』1967 年 6 月 10 日付「主張」，1968 年 9 月 29 日付兼田富太郎「海運・港湾労働戦線の
統一と力量ある全港湾の樹立を」を参考。
（16）　全港湾機関紙『港湾労働』1968 年 10 月 10 日付。
（17）　全港湾機関紙『港湾労働』1968 年 10 月 10 日付。






1967 年のコンテナ船の就航によって失業の危機感が増した労組は，1969 年 3 月に日祝連絡会議
を参加組織はそのままに改編しながらコンテナ化への懸念と事前協議の設置を要求するための共闘
へと切り替え，「港湾関係労働組合春闘関連連絡会議」で 69 年春闘を闘い，「全国港湾労働組合連



































設置に定め，6 月 6 日以降「コンテナ荷役の設備を持った港での荷役阻止を決定し」革新荷役に対し




























































埠頭の港運業務を一任させるため 1967 年末に設立し，コンテナ埠頭の荷役を 1 つの船社と 1 つの
港運業者（KCT）に任せる円滑な埠頭運営を構想していた（23）。この構想は船社による港運業への業
域の侵食であり，コンテナ埠頭における港運業務の独占でもある。この事態に対して，港運労使は
（21）　『海事新聞』1972 年 5 月 16 日付。






































（25）　『海事新聞』1971 年 7 月 27 日付。
（26）　『海事新聞』1971 年 8 月 10 日付。
（27）　『海事新聞』1971 年 8 月 10 日付。
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港協は船港協との話し合いによって港湾労働対策は「港運労使の“二者協議”で解決すべきという
ユーザーの意向」を受ける形で，「連絡会議との直接対応窓口として，ユーザーをうしろだてとし
つつ交渉当事者になっていった」（見坊 1983，207‐208）と回顧しているように最終的には船社団体
は交渉への参加は拒否したが港湾産業別交渉について承認する態度をとった。このことによって仕
事の分配権が日港協に手に渡り，労使間協議の中で決定する仕組みが産業別の中央交渉に引き継が
れることになったのである。
この交渉方式は 1970 年代を通じて洗練され，埠頭管理者の船社がターミナル・オペレーター業
務店社の選定を行う際に「まず船社が起用業者案を日本港運協会に提示し，港運協会は，これを当
該地区港運協会を通じて業界の検討を待ち，さらに，労使間協議の場でも検討した上で，その結
果を日本港運協会が船社に回答するという」（全国船内荷役協会 1979，164）方法がとられるように
なった。この労使間協議の場こそ「中央港湾団体交渉」であり，日港協がこの場を船社による業域
侵食の対抗手段としている点に，日港協が統一交渉を受けるに値する要因をみることができる。日
港協が産業別労組の対応の窓口に立つことは，船社の信任に応じるという側面と船社に脅かされる
港運業界の産業上の地位を確保するという側面をもっていたといえる。
おわりに
以上，1972 年に成立した港湾労使における「中央港湾団体交渉」制度の成立要因について考察し
てきた。港湾労組は港労法を機に組織化が進展する一方で，労働力不足に伴う労働強化が組織内の
休日取得要求を高め，この要求について業種別交渉や行政を介した懇談の不調により結集と共闘へ
と進んだ。他方，港運業者は政府の集約化や海運資本の料金圧迫への反発から結集と組織行動を強
めていた。
1968 年の日祝完休闘争は労使の中央団体が結集を強めた時期の争議であり，各港湾ごとに初め
て産業別協定が結ばれている。この労使関係を踏まえて，1960 年代末のコンテナ化を迎えた港湾労
使が，労組側は産業合理化に対する交渉単位を獲得するために共闘組織を発展させ運動が強く展開
された。他方で，港運業者の側は海運資本の港運業への進出や一方的な合理化の推進を阻止するた
めに「中央港湾団体交渉」を引き受け，労使関係を早期に安定させ産業内に自らの地位を示したと
いえる。
したがって，1972 年の「中央港湾団体交渉」制度はコンテナ化のインパクトや，日祝完休闘争か
らの連続性とともに，労使双方の産業別組織への結集と港運業を圧迫する海運資本に対抗する労使
の利害の一致が制度成立の要因であったといえる。このように産業別交渉の成立要因を当事者労使
組織に存在する背景資本への共通利害として理解することは，従来研究史における産業別賃金の設
定から産業別交渉制度へと辿る成立経路以外にも，多様な成立経路が存在することを示している。
（すずき・ちから　徳山大学経済学部講師）
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高度成長期における港湾産業の産業別交渉制度の成立要因  （鈴木　力）
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